
　
　
　

第148期定時株主総会招集ご通知に際しての
　

インターネット開示事項
　

事業報告

連結株主資本等変動計算書

連結注記表
　

株主資本等変動計算書

個別注記表
　

（２０１６年４月１日から２０１７年３月３１日まで）
　
　
　
　
　
　

東京急行電鉄株式会社
　
　
事業報告の一部、連結株主資本等変動計算書、連結注記表、株主資本等変動計算書および個別
注記表につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（http://www.tokyu.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

定時株主総会招集通知別冊/Web開示分 （宝印刷）  2017年05月26日 18時25分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



【目 次】
　

当社第148期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示情報
　

＜事業報告＞
財産および損益の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ページ
主要な事業内容および事業拠点等・・・・・・・・・・・・・・２ページ
従業員の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ページ
主要な借入先の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ページ
会計監査人の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ページ
業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況・・５～８ページ
株式会社の支配に関する基本方針・・・・・・・・・・・・・・９～10ページ
＜連結計算書類＞
連結株主資本等変動計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・11ページ
連結注記表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12～23ページ
＜計算書類＞
株主資本等変動計算書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24ページ
個別注記表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25～34ページ

定時株主総会招集通知別冊/Web開示分 （宝印刷）  2017年05月26日 18時25分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



１. 財産および損益の状況

❶ 当社グループの財産および損益の状況

科 目 第145期
(2013年度)

第146期
(2014年度)

第147期
(2015年度)

第148期 (当期)
(2016年度)

営業収益 （百万円） 1,083,070 1,067,094 1,091,455 1,117,351
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 56,498 41,051 55,248 67,289
１株当たり当期純利益 （円） 44.96 32.88 44.81 55.01
総資産 （百万円） 2,021,794 2,002,532 2,092,546 2,148,605
純資産 （百万円） 537,711 579,596 623,297 678,382
自己資本 （百万円） 511,789 551,332 576,873 628,308
東急EBITDA （百万円） 156,539 159,416 163,655 174,312
有利子負債残高 （百万円） 990,038 911,446 937,467 964,397
有利子負債／東急EBITDA倍率 （倍） 6.3 5.7 5.7 5.5
D/Eレシオ （倍） 1.9 1.7 1.6 1.5

　

（注）1．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除）に基づき算出しております。
2．東急EBITDAとは、営業利益・減価償却費・のれん償却費・固定資産除却費・受取利息配当・持分法投資損益を合計したもの

で、営業活動で得られるキャッシュの絶対額を示しています。
3．D/Eレシオとは、期末連結有利子負債を期末連結自己資本で除したもので、一般的に企業の安全性をはかる指標とされていま

す。
　

❷ 当社の財産および損益の状況

科 目 第145期
(2013年度)

第146期
(2014年度)

第147期
(2015年度)

第148期 (当期)
(2016年度)

営業収益 （百万円） 293,747 275,793 282,659 262,528

当期純利益 （百万円） 29,759 30,058 30,827 51,319

１株当たり当期純利益 （円） 23.66 24.05 24.97 41.90

総資産 （百万円） 1,593,532 1,560,794 1,588,541 1,642,259

純資産 （百万円） 438,009 451,890 456,346 486,021
　

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除）に基づき算出しております。
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２. 主要な事業内容および事業拠点等
　
❶ 主要な事業内容
　

事業セグメント 主要な事業内容

交通事業 鉄軌道業、バス業、空港運営事業
不動産事業 不動産賃貸業、不動産販売業、不動産管理業

生活サービス事業 百貨店業、チェーンストア業、ショッピングセンター業、ケーブルテレ
ビ事業、広告業、映像事業

ホテル・リゾート事業 ホテル業、ゴルフ業

❷ 主要な事業拠点等
　

主要な会社名 主要な事業拠点、施設等

当社（本社:東京都渋谷区）

鉄軌道業
東京西南部、神奈川県における旅客輸送
営業路線８路線（鉄道７、軌道１）・104.9km、駅数97駅、
車両数1,206両（鉄道1,186、軌道20、うちリース車両124）
不動産賃貸業
二子玉川ライズ、渋谷ヒカリエ、たまプラーザテラス、
東急キャピトルタワー、クイーンズスクエア横浜、
渋谷マークシティ、武蔵小杉東急スクエア、青葉台東急スクエア他
不動産販売業
営業所10か所（東京都４、神奈川県６）

東急バス㈱（本社：東京都目黒区） 営業路線114路線・1,073.1km、車両数928両、
営業所12か所（東京都世田谷区他）

㈱東急百貨店（本社：東京都渋谷区） ７店舗（東京都５、神奈川県１、北海道１）
㈱ながの東急百貨店（本社：長野県長野市） １店舗（長野県長野市）

㈱東急ストア（本社：東京都目黒区） 80店舗（東京都43、神奈川県32、他５）、
流通センター（神奈川県川崎市）

イッツ･コミュニケーションズ㈱
（本社：東京都世田谷区）

事務所２か所（神奈川県川崎市）、
メディアセンター（神奈川県横浜市）

㈱東急エージェンシー（本社：東京都港区） 支社３か所（大阪府大阪市他）
㈱東急レクリエーション（本社：東京都渋谷区） 18サイト（東京都２、神奈川県４、他12）165スクリーン
㈱東急ホテルズ（本社：東京都渋谷区） 直営ホテル35店舗（東京都10、他25）
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３. 従業員の状況
　

（単位：名）

事業セグメント 人 数 前期比増減

交通事業 7,403 208

不動産事業 2,482 103

生活サービス事業 8,411 112

ホテル・リゾート事業 3,647 25

全社（共通） 837 1

合 計
（うち当社）

22,780
（4,402）

449
（100）

　

（注）1．人数に臨時従業員数は含んでおりません。
2．全社（共通）として記載されている人数は、特定の事業セグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。

４. 主要な借入先の状況
　

（単位：百万円）

借入先 借入金残高

株式会社日本政策投資銀行 190,560

三井住友信託銀行株式会社 95,176

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 67,575

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 31,406

第一生命保険株式会社 29,898

株式会社みずほ銀行 28,251

日本生命保険相互会社 21,542
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５. 会計監査人の状況
　
❶ 会計監査人の名称
　

新日本有限責任監査法人

❷ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

当社の会計監査人としての報酬等の額 168,000千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 348,650千円
　

（注）1．監査役会は、会計監査人の監査計画に対する報酬等について、会計監査人の監査実績、当事業年度の監査計画の内容等を
参考にその妥当性について検討した結果、妥当であると全員一致で判断したため、会社法第399条第1項の同意を行って
おります。

2．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明
確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る当社の会計監査人としての報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

3．当社の重要な子会社のうち、㈱東急百貨店、㈱ながの東急百貨店、㈱東急ホテルズは、きさらぎ監査法人の監査を受けて
おります。

❸ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると判断した場合は、会計監査人を解
任いたします。上記のほか、監査役会は、会計監査人の監査活動の適切性、妥当性を考慮し、会計監査人が
職務を適正に遂行することが困難と認められる場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決
定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

❹ 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
金融庁が2015年12月22日付で発表した処分の内容
①処分対象
　新日本有限責任監査法人
②処分内容
　３ヶ月の業務の一部停止命令（契約の新規の締結に関する業務の停止）
③処分理由
・他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないもの

として証明したため。
・同監査法人の運営が著しく不当と認められたため。

― 4 ―

定時株主総会招集通知別冊/Web開示分 （宝印刷）  2017年05月26日 18時25分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



６. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　
　当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制の整備」を
取締役会決議により定めております。
　
❶ 基本方針
　

　グループ経営方針における「コンプライアンス経営によるリスク管理」に基づく取り組みを踏まえつつ、経営
環境の変化等に対応するため、体制について不断の見直しを行い、実効性のある内部統制の高度化を推進する。
　
❷ 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　

１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

■「東京急行電鉄行動規範」を周知、徹底し、適正な法令遵守体制を構築、運用するとともに、役員および従
業員を対象に法令遵守に関する研修等を定期的に実施する。

■コンプライアンス上の課題については、ＣＳＲ経営推進委員会において社内からの報告を一元的に受けるも
のとし、このうち重要なものについては、経営会議において審議を行い、取締役会へ報告する。

■社内担当部署および社外の弁護士事務所に内部通報窓口を設置し、法令または行動規範に違反する行為に関
し従業員および連結子会社従業員が直接通報、相談できるようにするとともに、違反行為の是正を行う。

■業務の適切な実行を確保するため、内部監査の体制を強化するとともに、内部監査の結果を経営層に対し報
告する。

■財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を適切に整備、運用する。
■反社会的勢力および団体とは取引や利益供与等はもちろん、一切の関係を拒絶する。また、警察当局等外部

機関との連携を強化し、反社会的勢力排除のための体制を整備、運用する。
　

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

■取締役の職務の執行に係る文書その他情報について、法令および社内規程等に基づき適切に保存および管理
を行う。

　

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

■安全管理上の課題については、安全推進会議において社内からの報告を一元的に受けるものとし、このうち
重要なものについては、経営会議にて審議を行い、取締役会へ報告する。

■輸送の安全確保については、基本方針を定めるとともに、安全運行にかかわる従業員の行動原則を制定し、
安全管理規程に基づく安全マネジメント体制を整備、運用する。

■連結経営の視点に基づいて当社および子会社の重要リスクの認識、評価を行い、リスク管理方針等を経営会
議において審議し、取締役会へ報告する。
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■事業活動に関する様々な危機管理を行い損失の最小化を図るため、危機管理の基本規程を定め、全社的な危
機管理体制を整備、運用する。

　

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

■取締役会において取締役の業務分担を決議し、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するとと
もに、執行役員制度に基づき、経営と執行の役割を明確化し、業務執行体制の強化、権限と責任の明確化を
行い、コーポレートガバナンスの強化を図る。

■取締役会を原則として毎月１回開催するほか、経営会議を開催し、会社の業務執行に関する基本方針および
重要事項を審議し決定する。

■業務の円滑かつ能率的運営を図るため、業務執行規程を定め、業務組織における主要業務の分掌ならびに権
限および責任を明確にする。

■重要な情報が識別され適切に経営層に報告されるとともに、指示事項が組織全体に確実に伝達されるための
仕組みを整備、運用する。

　

５）企業集団における業務の適正を確保するための体制

①子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
■グループ内部統制ガイドラインの周知により、内部統制の実効性を高めるとともに、子会社に対し、セルフ

チェック、内部監査等の手法を組み合わせモニタリングを実施し、業務の適正を確保する。
■東急グループＣＳＲ推進委員会を開催し、企業集団としてＣＳＲ活動を一体的に推進する。
■連結経理に関するガイドライン等により財務報告に係る内部統制の整備、運用を行うとともに、評価を実施

し、不備を是正する。
②子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項
■グループ経営基本規程に基づいて、子会社から当社へ必要な報告を行わせるとともに、子会社の重要業務の

執行等について当社の取締役会、経営会議において審議・報告する。
③子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
■グループ経営基本規程に基づいて、当社は子会社に対しリスクの把握、評価、対応を行わせるとともに、東

急グループ安全推進会議等を開催し、企業集団として安全管理活動を一体的に推進する。
④子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
■東急グループコーポレート会議を開催し、グループ経営の方針を決定するとともに、グループ会社経営会議

等を開催し、子会社の経営実態を把握し、評価する。
　

６）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

■専任部署として監査役会事務局を設置し、その事務局の使用人は監査役の指示に基づきその職務を行う。
■当該使用人の人事異動については、監査役と事前協議を行う。
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７）監査役への報告に関する体制

■重要な意思決定の過程および業務の執行状況の把握に資するため、取締役会その他の重要な社内会議への監
査役の出席の機会を確保するとともに、当社および子会社の役職員からの監査役への適切な報告を実施す
る。

■当社および子会社の著しい損害が生じるおそれのある事実その他重要な事項について監査役に報告するとと
もにリスクの管理の状況について監査役に報告する。

■内部監査部門は当社および子会社の内部監査の結果等の適切な報告を行い、緊密な連携を保つ。
■当該報告を行った当社および子会社の役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な扱いをしな

い。
　

８）監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針

■監査役がその職務を執行するうえで必要な費用については、監査役と協議のうえ毎年度予算措置を行い、そ
の費用の前払い等が必要な場合には、監査役の請求により担当部署において速やかに対応する。

　

９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

■常勤監査役が子会社等の常勤監査役と監査方針・監査方法などの協議・情報交換を行うために定期的に開催
する東急グループ常勤監査役会議および連結会社常勤監査役連絡会において、情報提供などの協力を行う。

❸ 業務の適正を確保するための体制の運用状況に関する事項
１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

■東急グループのコンプライアンス上の課題等については、内部監査等の手法によるモニタリングを実施する
とともに、ＣＳＲ経営推進委員会にて審議、報告し、適宜経営会議、取締役会へ報告した。また、ＣＳＲセ
ミナー等で当社および子会社の役員および従業員のコンプライアンス意識の向上を図り、コンプライアンス
違反の防止を徹底した。

■社内および弁護士事務所のコンプライアンスに関する相談窓口を周知し、コンプライアンス上問題がある事
案についての報告を受け付け、問題の是正を行った。

　

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

■情報の保存および管理については、保存文書の一元管理をするとともに、機密情報、個人情報等について
は、情報管理基本規程に則り、全部署に配置した各情報を管理する責任者を通じて情報の適切な保存および
管理を行った。

■社会保障・税番号制度における個人番号（マイナンバー）に関しては評価委員会を開催して、その適切な取
扱いの徹底を図った。
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３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

■東急グループの安全管理上の課題等については、安全推進会議にて審議、報告し、適宜経営会議、取締役会
へ報告した。

■連結経営上の重要リスクについては、当社および子会社により洗い出された重要リスクを取りまとめたうえ
で、経営会議にて審議し、取締役会に報告を行った。

■大規模地震等発生時の事業継続に向けた計画に則り、関係各部署と連携した訓練を実施し、計画・体制など
について、必要な見直しを行うとともに、従業員への教育を行った。

　

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

■執行役員制度に基づき、経営と執行の役割の明確化を図るとともに、取締役会および経営会議を開催し、精
査された重要な情報に基づき、会社の業務執行に関する基本方針および重要事項を審議し、決定した。

　

５）企業集団における業務の適正を確保するための体制

①東急グループＣＳＲ推進委員会の開催等により、企業集団としてのＣＳＲ活動を一体的に推進した。
②グループ経営基本規程に基づき、グループ会社経営会議の開催等により、適宜、子会社から当社に対し必要

な報告を受けた。
③グループ経営基本規程に基づいて、当社は子会社に対しリスクの把握、評価、対応を行わせるとともに、東

急グループ安全推進会議等の開催等により、企業集団としての安全管理活動を一体的に推進した。
④東急グループコーポレート会議の開催等により、グループ経営の方針を決定するとともに、グループ会社経

営会議等の開催等により、子会社の経営実態を把握し、事業計画等を協議、決定した。
■なお、連結経営上の重要な業務の執行等については、当社の取締役会・経営会議にて適宜審議、報告した。

　

６）監査役関連事項

■監査を支える体制においては、監査役会事務局に専任のスタッフを配置し、監査役がその職務を円滑に行え
るように努めると共に、その異動については監査役の意見を尊重した。

■取締役・執行役員等は、監査役の監査のため、定期的に監査役との会合を実施すると共に、常勤監査役が経
営会議その他重要会議への出席を確保できるように連絡調整に努めている。また、監査役が実態把握を容易
にできるよう、当社および子会社の執行部門への聴取、実査に協力した。

■子会社等の常勤監査役に対し、東急グループ常勤監査役会および連結会社常勤監査役連絡会において情報提
供を行った。
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７. 株式会社の支配に関する基本方針
　
❶ 当社の財務及び事業の基本的方針
　

　当社は、２０００年４月、「２１世紀においても持続的に成長する東急グループ」を目指して「東急グループ
経営方針」を策定し、グループ再編を積極的に進めるとともに、財務的な課題の克服に努めてまいりました。次
いで２００５年４月より成長戦略に軸足を移し、持続的成長の基盤確立に努め、２０１５年度からは、「次なる
飛躍へのステップとして、沿線を深耕するとともに、新たな成長にチャレンジする」を基本方針とする中期３か
年経営計画に取り組んでおります。
　当該計画は、渋谷再開発など大型開発プロジェクトの完成を見据えた長期的な視点に立ち、将来の大きな飛躍
に向け、財務健全性を確保しつつ、既存事業･プロジェクトの強化、当社の強みを生かすことのできる新規領域
への積極的進出や成長領域への重点投資を実施し、収益性、効率性双方の向上を実現することを目的としており
ます。
　このように長期的な視点に立った経営計画を推進し、当社が企業価値・株主の共同の利益を保全・確保し向上
させていくためには、以下の各項目を実行することが不可欠と考えており、より一層これらの実現に努めてまい
ります。

１）当社の鉄道事業は極めて公共性の高い事業領域に属しており、お客さまの安全確保を第一義とした全社的推
進体制を確保すること

２）安全性及び利便性の向上を目指した中長期的な投資を継続的に行い、それを可能とする経営の安定性を確保
すること

　

３）長期的な視点に立ち、沿線開発と不動産事業の更なる推進を継続するとともに、広域の移動を促進、街や地
域を活性化させるべく、交通・リテール・生活サービスなどグループの各事業が一体的に展開すること

　

４）子会社の少数株主の利益を損なわないように配慮しつつ、グループの各事業を全体最適の観点から一元的に
マネジメントすることができるよう、当社が強力なグループガバナンスを発揮すること

　

５）株主の皆さま、お客さま、沿線住民の方々、行政機関、関係事業者、債権者、そして従業員やその家族とい
った事業にとって重要なステークホルダー全般との信頼関係を維持向上させること

❷ 当社の支配に影響を与える株式の大量取得行為について
　

　当社の株式は上場されており、当社株式の大量取得を目的とする買付であっても、それが当社の企業価値・株
主の共同の利益に資すると判断される限り否定されるべきものではありません。また、株式会社の支配権の移転
を伴う買収提案について対抗措置をとるべきとの判断には、最終的には合理的手続きを経て確定される株主全体
の意思が反映されるべきものと考えております。
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　しかしながら、株式の大量取得行為の中にはその目的・手法などから見て、企業価値・株主の共同の利益に対
して明白な侵害をもたらすもの、例えば短期的な利益追求を目的とすることなどにより鉄道事業の安全確保に悪
影響を及ぼす可能性があるもの、また買収を二段階で行い、最初の買付に応じなければ不利益になる、あるいは
そのような危惧を抱かせる状況を作り出し、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの等、不適切な
方法による、あるいは不適切な者による企業買収の存在は否定できません。また、株式の大量取得行為の提案が
なされた場合において、これの是非を判断する十分な情報や代替案を株主の皆さまが持ち合わせていないにも関
わらず、そのまま買収が行われてしまう場合もあり得ます。
　当社事業にとって重要なステークホルダーの利益を考慮しつつ、このような買収から企業価値・株主の共同の
利益を守り、これらに資するよう行動することは、当社の経営を負託された者として当然の責務であると認識し
ております。
　現時点において、当社は具体的にこのような買収の脅威にさらされているとの認識はありませんが、当社株式
の取引や株主の異動の状況を常にチェックするとともに、当社株式を大量に取得しようとする者が出現した場合
に、判断の客観性を担保しつつ、企業価値・株主の共同の利益を保全・確保及び向上させるために必要な措置が
取れるよう、社内における体制を整え、役割分担や行うべき対応を明確にしております。
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連結株主資本等変動計算書
（2016年４月１日から2017年３月31日まで）

（単位：百万円、単位未満切捨）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 121,724 131,666 327,405 △19,088 561,708
当期変動額

剰余金の配当 △11,080 △11,080
親会社株主に帰属
する当期純利益 67,289 67,289
土地再評価差額金取崩額 △50 △50
自己株式の取得 △11,699 △11,699
自己株式の処分 0 1,091 1,092
連 結 子 会 社 か ら の
自己株式の取得による
剰 余 金 の 増 加 （注）

162 162

その他 13 △0 13
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当期変動額合計 ― 176 56,159 △10,607 45,728
当期末残高 121,724 131,842 383,565 △29,696 607,436

　

その他の包括利益累計額 非支配株主
持 分

純資産
合 計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係る調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 12,577 43 8,338 6,835 △12,630 15,164 46,424 623,297
当期変動額

剰余金の配当 △11,080
親会社株主に帰属
する当期純利益 67,289
土地再評価差額金取崩額 △50
自己株式の取得 △11,699
自己株式の処分 1,092
連 結 子 会 社 か ら の
自己株式の取得による
剰 余 金 の 増 加 （注）

162

その他 13
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 1,788 △51 50 △2,047 5,966 5,706 3,649 9,356

当期変動額合計 1,788 △51 50 △2,047 5,966 5,706 3,649 55,084
当期末残高 14,366 △8 8,388 4,787 △6,663 20,871 50,074 678,382
（注）連結子会社からの自己株式の取得による剰余金の増加

会社法第156条第１項及び第163条の規定に基づき、平成28年11月10日の当社取締役会決議により当社連結子会社である㈱東
急レクリエーションが保有する当社株式を取得したことに伴う税金費用の減少により、資本剰余金が増加したものであります。
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連 結 注 記 表
（2016年４月１日から2017年３月31日まで）

　
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 129社
・主要な連結子会社の名称 伊豆急行㈱、㈱東急百貨店、㈱東急ストア、㈱東急ホテルズ、㈱東

急レクリエーション
　 ② 非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 伊豆東海岸鉄道整備㈱ 他２社
・連結の範囲から除いた理由 その総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、連結の範囲から除いても連結計算書類に重要な影
響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

　 ③ 連結の範囲の変更
　新規設立により東急ホテルズ アジア PTE.LTD.を新たに連結の範囲に含めております。
　また、会社清算により㈱下関東急REIホテル他２社を、当社との合併により横浜金沢プロパティーズ㈱
を、連結子会社との合併により仙台空港ビル㈱他３社をそれぞれ連結の範囲から除外しております。
　

（2）持分法の適用に関する事項
　 ① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社の数 ２社
・持分法適用の関連会社の数 15社
・主要な会社等の名称 世紀東急工業㈱、東急建設㈱、㈱東急コミュニティー、東急不動産

㈱、東急不動産ホールディングス㈱、東急リバブル㈱
　 ② 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況

・主要な会社等の名称 クレードル興農㈱ 他４社
・持分法を適用しない理由 当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
め、持分法の適用の範囲から除外しております。

（3）会計方針に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 イ．有価証券（投資その他の資産を含む）

満期保有目的債券 ……… 償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの ……… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しております。）

― 12 ―

定時株主総会招集通知別冊/Web開示分 （宝印刷）  2017年05月26日 18時25分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



時価のないもの ……… 主として移動平均法による原価法
なお、匿名組合出資金（その他有価証券）については、匿名組合の損益の
うち帰属する持分相当損益を「営業外損益」に計上するとともに「投資有
価証券」を加減する処理を行っております。

ロ．デリバティブ …………… 時価法
　 ハ．たな卸資産

　分譲土地建物については主として地区別総平均法による原価法及び個別法による原価法、その他につ
いては、各業種に応じ個別法による原価法、総平均法による原価法、最終仕入原価法による原価法、先
入先出法による原価法、売価還元法による原価法、移動平均法による原価法（いずれも貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によるほか当社の一部賃貸施設及び一部連結子会社については定額法との併用を行っておりま
す。ただし、当社及び国内連結子会社については、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　 建物及び構築物 ２年～75年
　 ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、各社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 ハ．リース資産
　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする、定額法を採用しております。
　 ③ 繰延資産の処理方法
　 社債発行費等及び株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。
　 ④ 重要な引当金の計上基準
　 イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ロ．賞与引当金
　使用人及び使用人兼務役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により設定しており
ます。

　 ハ．商品券回収損引当金
　商品券等が負債計上中止後に回収された場合に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来
の回収見込額を計上しております。
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　 ⑤ 退職給付に係る資産及び負債の計上基準
　使用人の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る資産及び負債として計上しておりま
す。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、主として期間定額基準によっております。数理計算上の差異は、主としてその発生時の使用人の
平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし
ております。過去勤務費用は、主としてその発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）
による定額法により処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額及び非支配株主持分に計上しております。

　 ⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は主として期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定及び非支配株主持分に含めております。

　 ⑦ 特別法上の準備金
　特定都市鉄道整備準備金は、特定都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により取り崩しておりま
す。
　なお、特定都市鉄道整備準備金のうち2,510百万円については、一年内に使用されると認められるもの
であります。

　 ⑧ 鉄軌道業における工事負担金等の処理方法
　当社及び当社の連結子会社であります伊豆急行㈱及び上田電鉄㈱において、工事負担金等は、工事完成
時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。なお、
連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価か
ら直接減額した額を、工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。また、工事負担金等を受
け入れた工事費のうち撤去済の仮設構造物等に係る部分については、営業費（固定資産除却費等）に計上
しております。

　 ⑨ 重要なヘッジ会計の方法
　 イ．ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満た
している場合は特例処理を、金利通貨スワップについて一体処理（特例処理、振当処理）の要件を満た
している場合は一体処理を採用しております。また、為替予約について振当処理の要件を満たす場合は
振当処理を採用しております。

　 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　 ヘッジ手段：金利スワップ、金利通貨スワップ、為替予約
　 ヘッジ対象：借入金、外貨建社債、外貨建借入金、外貨建金銭債務
　 ハ．ヘッジ方針

　当社は、取引の権限等を定めた基準を業務執行規程の中において設けており、この基準に基づき、金
利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしております。また、連結子会社においても、内部規程に基
づき、主に事業活動上生じる金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するため、デリバティブ取引を
利用しております。
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　 ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象について、それぞれの既に経過した期間についてキャッシュ・フロー変動額
の比率で判定しております。

　 ⑩ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。ただし、重要性のないものは、一括償
却しております。

　 ⑪ 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっております。
　
２．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に
関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、2016年
４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま
す。
　なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微でありま
す。
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　（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を
当連結会計年度から適用しております。

（従業員持株ＥＳＯＰ信託について）
　当社は、2015年９月に、中長期的な企業価値向上と福利厚生の拡充を目的とした従業員インセンティ
ブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

（1）取引の概要
ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業員持

株会の仕組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の財
産形成を促進する貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものをいいます。

当社が「東急グループ従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要
件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は一定期間にわたり持株会が取得すると見込まれ
る数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に持
株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出
割合等に応じて金銭が分配されます。株価の下落により売却損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合に
は、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して返済するため、従業員の追加負
担はありません。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度3,710百万円、
4,404千株であります。

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
当連結会計年度3,690百万円
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３．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

　 ① 担保に供している資産
分譲土地建物 247百万円
建物及び構築物 370,984百万円
機械装置及び運搬具 40,392百万円
土地 135,940百万円
投資有価証券 14百万円
その他 14,666百万円
　 計 562,247百万円

（注）上記のほか、連結処理により相殺消去されている以下の資産を担保に供しております。
子会社株式 2,703百万円

　
　 ② 担保に係る債務

短期借入金 15,799百万円
長期借入金 83,931百万円
その他 3,718百万円
　 計 103,449百万円

　
（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,094,551百万円
（3）保証債務等

企業集団以外の会社などに対する債務保証 47百万円
社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 10,000百万円

（4）固定資産の取得原価から直接減額された
工事負担金等累計額 206,180百万円

　
４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項
株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度

期首の株式数（千株）
当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
の 株 式 数 （千 株）

普 通 株 式 1,249,739 － － 1,249,739
　
（2）自己株式の数に関する事項
株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度

期首の株式数（千株）
当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
の 株 式 数 （千 株）

普 通 株 式 （注） 23,113 13,525 1,296 35,342
　

（注）（1）当連結会計年度末の株式数には、従業員持株会信託口が保有する当社株式4,404千株を含めて記載
しております。

（2）当連結会計年度期首の株式数には、従業員持株会信託口が保有する当社株式5,691千株を含めて記
載しております。
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（3）自己株式の株式数の増加の内訳は、以下のとおりであります。
① 取締役会決議に基づく自己株式の市場買付による増加 11,744千株
② 取締役会決議に基づく連結子会社からの自己株式の

取得による当社帰属分の増加
1,687千株

③ 単元未満株式の買取りによる増加 93千株
④ 持分の変動による増加 0千株

（4）自己株式の株式数の減少の内訳は、以下のとおりであります。
① 従業員持株会信託口における株式売却による減少 1,287千株
② 単元未満株式の買増請求による減少 9千株

　
（3）剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等
（ 決 議 ） 株式の種類 配当金の総額

（百万円）
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2016 年 ６ 月 29 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 (注１)5,555 4.5 2016年３月31日 2016年６月30日
2016 年 11 月 10 日
取 締 役 会 普通株式 (注２)5,555 4.5 2016年９月30日 2016年12月５日

　（注１）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金25百万円を含めております。
（注２）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金22百万円を含めております。　

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの
（決議予定） 株式の種類 配当金の総額

（百万円） 配当の原資 １株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2017年６月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 (注)5,486 利益剰余金 4.5 2017年３月31日 2017年６月30日

　（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金19百万円を含めております。
　
５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

　当社及び連結子会社は、鉄軌道業をはじめとする各事業の設備投資計画に照らして、必要な資金を主に金
融機関からの借入や社債発行により調達しております。資金運用については元本保証もしくはこれに準じる
商品による余剰資金の運用に限定し、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投
機的な取引は行っておりません。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、内部規程に従いリスクの低減を図っておりま
す。また、有価証券及び投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を
行っております。
　借入金及び社債の使途は主として設備投資資金や運転資金であります。一部の長期借入金の金利変動リス
クに対しては、金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を図っており、為替変動リスク及び金利変動
リスクのある外貨建長期借入金及び外貨建社債に対しては、金利通貨スワップ取引を実施して元本及び支払
利息の固定化を図っております。また、地震発生による収支変動リスクを回避する目的で地震デリバティブ
取引を利用しております。なお、デリバティブ取引は内部規程に従い、取引の実行、管理を行っておりま
す。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　2017年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
（1）現金及び預金 40,500 40,500 －
（2）受取手形及び売掛金 139,830

　 貸倒引当金（*１） △901
138,929 138,929 －

（3）有価証券及び投資有価証券
　 満期保有目的の債券（*２） 478 480 1
　 関連会社株式 80,553 74,096 △6,457
　 その他有価証券 44,454 44,454 －
資産計 304,916 298,460 △6,455

（1）支払手形及び買掛金 90,074 90,074 －
（2）短期借入金（*３） 265,007 265,007 －
（3）社債（*２） 236,228 247,267 11,039
（4）長期借入金（*４） 463,162 484,276 21,113

負債計 1,054,472 1,086,625 32,153
デリバティブ取引（*５） 0 0 －

　

（*１）受取手形及び売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。
（*２）１年内償還額を含めております。
（*３）長期借入金の１年内返済額を含めておりません。
（*４）１年内返済額を含めております。
（*５）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（ ）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産
　

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

（3）有価証券及び投資有価証券
　関連会社株式及びその他有価証券の時価は取引所の価格によっており、債券の時価は取引金融機関
から提示された価格によっております。
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負 債　
（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

（3）社債
　社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額

（*）を新規に同様の社債を発行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており
ます。

（*）金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当処理）の対象とされた社債（下記デリバティブ取
引参照）については、当該金利通貨スワップのレートによる元利金の合計額

（4）長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価
額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利
金の合計額（*）を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しております。

（*）金利スワップの特例処理、金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当処理）の対象とされた
長期借入金（下記デリバティブ取引参照）については、当該金利スワップ、金利通貨スワップの
レートによる元利金の合計額

デリバティブ取引　
　デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、
金利スワップの特例処理、金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当処理）によるものは、ヘッジ
対象と一体として処理されているため、それらの時価はそれぞれのヘッジ対象である社債、長期借入金
の時価に含めて記載しております（上記（3）社債、（4）長期借入金参照）。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額16,547百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券
及び投資有価証券」には含めておりません。

　 地震デリバティブ取引（連結貸借対照表計上額997百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「デリバ
ティブ取引」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都や神奈川県の当社沿線地域及びその他の地域において、賃貸オフ
ィスビルや賃貸商業施設、賃貸住宅等を所有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

　

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価
420,170 659,909

　

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標

等を用いて調整を行ったものを含む。）であり、一部の重要な物件については不動産鑑定士による不動
産鑑定評価等に基づく金額であります。

（注３）開発中の不動産については、時価を把握することが極めて困難であるため、上表には含めておりませ
ん。

　
７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 517円38銭
（2）１株当たり当期純利益 55円01銭
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８．重要な後発事象に関する注記
（重要な資産の譲渡）
　当社及び当社の100％子会社であるマウナ ラニ リゾート（オペレーション）株式会社（以下、「MLRO社」
とする）は、2017年５月12日開催の取締役会において、保有資産の譲渡について決議し、同日付で売買契約
を締結しております。

　
（1）譲渡の理由

　当リゾートの価値を高く評価する譲渡相手先より資産継承の申し出があったため、譲渡することといたし
ました。

（2）譲渡の内容
譲渡資産の内容

米国ハワイ州所在土地・建物等
土地（当社 528.11ha、MLRO社 303.89ha）
ホテルおよび付帯施設、クラブハウス及び付帯施設等

譲渡資産を保有する子会社の概要
名称 マウナ ラニ リゾート（オペレーション）株式会社

（MAUNA LANI RESORT（OPERATION），INC．）
所在地 68-1400 Mauna Lani Drive, Suite 102 Kohala Coast, Hawaii 96743-9726 U.S.A.
事業内容 ホテル及びゴルフ場の保有、運営、賃貸等

譲渡の時期
　契約締結後30日から180日

譲渡価額
　譲渡価額については、譲渡先の意向を考慮し公表を控えさせていただきます。

譲渡する相手の名称
　DHL MAHI アソシエイツ LLC

（3）業績に与える影響
　当該譲渡に伴う特別利益等の計上により、翌連結会計年度における税金等調整前当期純利益が約150億円
増加する見込みです。
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９．その他の注記
（1）減損損失

　減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッ
シュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグループ化を行いました。その結果、当連結会計年度に
おいて継続的な地価の下落に伴い帳簿価額に対し著しく時価が下落している固定資産グループ及び営業活動
から生ずる損益が継続してマイナスとなっている固定資産グループ33件について帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失（2,187百万円）として特別損失に計上いたしました。
※地域ごとの減損損失の内訳

・首都圏 1,842（内、土地 258、建物及び構築物 1,151、その他 432）百万円
・中部北陸圏 181（内、土地 12、建物及び構築物 156、その他 12）百万円
・近畿圏 159（内、土地 －、建物及び構築物 128、その他 30）百万円
・その他 4（内、土地 0、建物及び構築物 0、その他 3）百万円

　
（2）セグメント情報

（単位：百万円、単位未満切捨）
　

報 告 セ グ メ ン ト 営 業 収 益 営 業 利 益
交 通 事 業 207,494 26,706
不 動 産 事 業 172,288 29,985
生 活 サ ー ビ ス 事 業 689,169 14,817
ホ テ ル ・ リ ゾ ー ト 事 業 105,502 6,111

計 1,174,455 77,621
　 消 去 △57,103 353
　 連 結 1,117,351 77,974

以 上
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株主資本等変動計算書
（2016年４月１日から2017年３月31日まで）

（単位：百万円、単位未満切捨）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 そ の 他

資本剰余金
その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 121,724 92,754 35,163 1,558 214,601 △17,200 448,603
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △91 91 ―
剰余金の配当 △11,110 △11,110
当期純利益 51,319 51,319
自己株式の取得 △12,723 △12,723
自己株式の処分 0 1,091 1,092
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 0 △91 40,300 △11,631 28,577
当期末残高 121,724 92,754 35,164 1,467 254,901 △28,832 477,180

　
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

当期首残高 7,743 456,346
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 ―
剰余金の配当 △11,110
当期純利益 51,319
自己株式の取得 △12,723
自己株式の処分 1,092
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,097 1,097

当期変動額合計 1,097 29,674
当期末残高 8,840 486,021
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個 別 注 記 表
（2016年４月１日から2017年３月31日まで）

　
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法
　 満期保有目的債券
　 償却原価法（定額法）
　 子会社株式及び関連会社株式
　 移動平均法による原価法
　 その他有価証券
　 時価のあるもの
　 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　 時価のないもの
　 移動平均法による原価法

　なお、匿名組合出資金については、匿名組合の損益のうち当社に帰属する持分相当損益を営業外損
益に計上するとともに、投資有価証券等を加減する処理を行っております。

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法
分譲土地建物 ……… 地区別総平均法による原価法（個別区画工事費及び一部点在地については個別法

による原価法）
貯蔵品 ……………… 移動平均法による原価法
（いずれも貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま
す）

（2）固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。但し、鉄軌道事業固定資産の構築物のうち、取替資産については取替法を
採用しております。なお、一部の賃貸施設については、定額法を採用しております。

また、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～50年
構築物 ２年～60年
車両 ５年～20年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。但し、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。
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　 ③ リース資産
　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
（3）引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
　 使用人に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により設定しております。
　 ③ 退職給付引当金

　使用人の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を前払年金費用及び退職給付引当金として計上しておりま
す。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。
　数理計算上の差異は、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法
により翌期から費用処理することとしております。
　過去勤務費用は、その発生時の使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法によ
り費用処理することとしております。

　 ④ 債務保証損失引当金
　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しており
ます。

（4）その他
　 ① 繰延資産の処理方法
　 社債発行費等及び株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。
　 ② ヘッジ会計の方法
　 イ．ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満た
している場合は特例処理を、金利通貨スワップについて一体処理（特例処理、振当処理）の要件を満た
している場合は一体処理を採用しております。

　 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　 ヘッジ手段：金利スワップ、金利通貨スワップ
　 ヘッジ対象：借入金、外貨建社債、外貨建借入金
　 ハ．ヘッジ方針

　当社は、取引の権限等を定めた基準を業務執行規程の中において設けており、この基準に基づき、金
利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしております。
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　 ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象について、それぞれの既に経過した期間についてキャッシュ・フロー変動額
の比率で判定しております。

　 ③ 特別法上の準備金
　特定都市鉄道整備準備金は、特定都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により取り崩しておりま
す。
　なお、特定都市鉄道整備準備金のうち2,510百万円については、一年内に使用されると認められるもの
であります。

　 ④ 鉄軌道業における工事負担金等の圧縮記帳処理
　当社は鉄道業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団
体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当
該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。
　なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原
価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
　また、工事負担金等を受け入れた工事費のうち、撤去済の仮設構造物等に係る部分については、鉄軌道
事業営業費（固定資産除却費等）に計上しております。

　 ⑤ 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　 ⑥ 消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

　
２．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を

当事業年度より適用しております。
　

（従業員持株ＥＳОＰ信託について）
当社は、2015年９月に、中長期的な企業価値向上と福利厚生の拡充を目的とした従業員インセンティ

ブ・プラン「従業員持株ＥＳОＰ信託」を導入しております。概要については、「連結注記表（追加情報）
（従業員持株ＥＳОＰ信託について）」に記載しております。
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３．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

（注） 担保付債務は１年以内返済額を含みます。
　 ① 鉄軌道財団

鉄軌道事業固定資産 466,122百万円
　上記資産を担保としている債務
　 長期借入金 50,587百万円

　 ② その他
不動産事業固定資産 3,887百万円
関係会社株式（注） 2,703百万円
　 計 6,590百万円
　上記資産を担保としている債務

長期借入金 318百万円
（注） 関係会社の長期借入金13,800百万円を担保するため、物上保証に供しております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 747,013百万円
（3）事業用固定資産

　 ① 有形固定資産
土地 469,993百万円
建物 294,393百万円
構築物 289,013百万円
車両 31,488百万円
その他 22,891百万円

② 無形固定資産 16,793百万円
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（4）偶発債務
　 ① 下記の会社等に対し、債務の保証を行っております。
　 銀行借入

東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱ 32,161百万円
㈱東急百貨店 10,000百万円
㈱東急ストア 6,000百万円
伊豆急行㈱ 5,614百万円
ベカメックス東急有限会社 3,870百万円
サハ東急コーポレーション㈱ 1,712百万円
社員住宅融資保証 30百万円
　小計 59,389百万円

　

　 金銭返還債務
東急ウェルネス㈱ 2,599百万円
㈱東急パワーサプライ 0百万円

小計 2,599百万円
合計 61,989百万円

　

　 このほか、子会社の賃貸借契約について契約残存期間の賃料を次のとおり保証しております。
㈱東急ホテルズ 6,162百万円
㈱東急モールズデベロップメント 1,974百万円
　合計 8,137百万円

　

　 ② 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務は次の通りであります。
第62回無担保社債 10,000百万円

（5）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 23,599百万円
長期金銭債権 37,732百万円
短期金銭債務 97,331百万円
長期金銭債務 14,140百万円

（6）取締役及び監査役に対する金銭債権及び金銭債務
金銭債務 0百万円

（7）鉄軌道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額
198,334百万円
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４．損益計算書に関する注記
（1）営業収益 262,528百万円
（2）営業費 210,464百万円

　運送営業費及び売上原価 81,595百万円
　販売費及び一般管理費 61,924百万円
　諸税 15,752百万円
　減価償却費 51,191百万円

（3）関係会社との取引高
　営業取引による取引高 66,934百万円
　 営業収益 36,565百万円
　 営業費 30,369百万円
　営業取引以外の取引による取引高 45,251百万円

　
５．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
　

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度期末株式数
普 通 株 式 20,909 15,218 1,296 34,832

　

（注）１．期末の株式数には、従業員持株会信託口が保有する当社株式4,404千株を含めて記載しております。
２．自己株式の株式数の増加の内訳は、以下のとおりであります。

①取締役会決議に基づく自己株式の市場買付による増加 11,744千株
②取締役会決議に基づく子会社からの自己株式の取得による増加 3,381千株
③単元未満株式の買取による増加 93千株

３．自己株式の株式数の減少の内訳は、以下のとおりであります。
①従業員持株会信託口における株式売却による減少 1,287千株
②単元未満株式の買増請求による減少 9千株

　

― 30 ―

定時株主総会招集通知別冊/Web開示分 （宝印刷）  2017年05月26日 18時25分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



６．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 23,006百万円
有価証券 20,544百万円
減損損失 11,386百万円
固定資産 4,037百万円
減価償却費 1,388百万円
賞与引当金 1,369百万円
その他 8,267百万円

繰延税金資産小計 70,000百万円
評価性引当額 △36,719百万円
繰延税金資産合計 33,280百万円

　
繰延税金負債

退職給付信託設定益 △13,511百万円
固定資産 △12,930百万円
会社分割に伴う関係会社株式差額 △7,104百万円
その他有価証券評価差額金 △3,901百万円
その他 △590百万円

繰延税金負債合計 △38,038百万円
繰延税金資産（負債△）純額 △4,757百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社及び関連会社等

（単位：百万円）
　

属 性 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子 会 社 東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱
（所有）

直接
100.0%

金銭の貸借
及び財務処
理業務の代
行等

資金の借入
（注２） 44,319 短期借入金 64,057

利息の支払
（注２） 126 未収保証料 0

債務の保証
（注４） 32,161

保証料の受取
（注４） 4

子 会 社 ㈱ 東 急 百 貨 店
（所有）

直接
100.0%

施設賃貸等

資金の回収
（注３） 2,000

長期貸付金 21,000利息の受取
（注３） 81

債務の保証
（注４） 10,000

未収保証料 0保証料の受取
（注４） 3

関連会社 東 急 建 設 ㈱

（所有）
直接

14.5%
間接

0.6%

建設工事の
発注等

建設工事代 19,521 未 払 金 3,249

分 譲 土 地
建物仕入代 1,214 未 払 金 22

　

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含めてお
ります。

２．東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱との資金の貸借取引は、東急グループ内の資金を統合
管理するキャッシュマネジメントシステムに係わるものであり、取引金額には当期中の貸付及び借
入それぞれの平均残高を記載しております。なお、貸借金利については、市場金利を勘案して合理
的に算出をしております。

３．㈱東急百貨店との資金の貸付取引にかかる金利については、市場金利を勘案して合理的に算出をし
ております。

４．東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱及び㈱東急百貨店に対する債務保証は、各社の金融機
関借入に対して保証したものであります。なお、保証料については、一般の金融機関の保証料率を
参考に決定しております。

５．東急建設㈱は、持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため、関連会社
としたものであります。また、議決権等の所有割合に記載しているもののほか、同社株式7,500千株

（議決権等の所有割合7.1%）を退職給付信託に拠出しております。
６．その他の取引条件及び取引条件の決定方針は、一般取引先と同様の条件であります。
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（2）役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

　

属 性 会社等の名称
又 は 氏 名

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役 員 及 び
その近親者 岡 本 圀 衞 －

当 社 監 査 役
（日本生命保険(相)代
表取締役会長）

借 入 の 返 済 3,736 短 期 借 入 金 2,690
資 金 の 借 入 500 長 期 借 入 金 18,327
利 息 の 支 払 424 未 払 利 息 62

役 員 及 び
その近親者 斎 藤 勝 利 －

当 社 監 査 役
（第一生命保険㈱代
表取締役会長）

借 入 の 返 済 3,007 短 期 借 入 金 1,957
資 金 の 借 入 1,958 長 期 借 入 金 27,524
利 息 の 支 払 473 未 払 利 息 43

　

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含めてお
ります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針は、一般取引先と同様の条件であります。
３．日本生命保険(相）及び第一生命保険㈱との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。

　
８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 400円05銭
（2）１株当たり当期純利益 41円90銭
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９．その他の注記
（1）企業結合等関係

　当社は、2016年７月27日付合併契約に基づき、当社の100％子会社である横浜金沢プロパティーズ株式
会社を2016年10月１日に吸収合併いたしました。

　 ① 合併の目的
　横浜金沢プロパティーズ株式会社の保有資産の運営などにおいて効率化を図ることを目的に吸収合併い
たしました。

　 ② 合併の概要
（Ⅰ）合併方式

　当社を承継会社とする吸収合併方式で、会社法第796条第２項に規定する簡易合併の方式をとり、当
社は株主総会の承認を得ずに行っております。

（Ⅱ）合併比率
　100％子会社の合併であり、新株式の発行は行っておりません。

（Ⅲ）合併期日
　2016年10月１日

　 ③ 会計処理の概要
 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び
事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号平成25年９月13日）に基づき、
共通支配下の取引として会計処理を行っております。当該合併に伴う抱合せ株式消滅差益3,459百万円を
特別利益に計上しております。また、同社の繰越欠損金など将来減算一時差異等24,424百万円の承継等
により、法人税、住民税及び事業税が減少しております。
　なお、横浜金沢プロパティーズ株式会社より引き継いだ資産、負債の額は以下のとおりです。

承継した資産 28,120百万円
承継した負債 8,234百万円
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